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【韓国労働ニュース】	

２０１７年８月前半号（１日～１５日）	

 1日	 	 政府・与党「脱原発しても電力需給に問題なく、電気料金も引き上げない」	

警察、小商工人・非正規職対象の不法行為を特別取り締まり	

＊警察が、加盟店主・納品業者に対する、流通・管理業者や上位事業者の金品授受・強要・

利権介入を取り締まる。非正規労働者と外国人労働者に対する就業斡旋名目の金品授受、

賃金搾取・暴行を集中取り締まりの対象とした。感情労働者を困らせるブラックコンシュ

ーマーも取り締まる。	

病院、５６.７％しか患者安全専門担当人員を配置せず	

＊保健医療労組が 200病床以上の 74病院を対象に実施した『患者安全委員会と患者安全専

門担当人員実態調査』の結果、患者の保護と医療の質の向上を目的に制定された患者安全

法が施行されて 1年過ぎたが、患者の安全専門担当人員を配置した病院は 56.7%に過ぎな

かった。	

全泰壱財団、社会活動家の支援事業に	

＊全泰壱財団が昨年に続いて『草パンを分ける社会活動家支援事業』を行う。社会活動家

20人に 100万ウォンの生活費を支援する。	

政府、韓日慰安婦合意の再検討に着手	

＊『日本軍慰安婦被害者問題合意検討 TF』委員が最初の会議を行った。TFには韓日関係・

国際政治・国際法・人権分野の民間委員と外交部の関係者など 9人が参加する。	

 2日	 	 ソウル庁舎前の労働者籠城場を強制撤去･･･朴槿恵の時も守ってきた	

＊民主労総共闘委員会のテントが強制撤去され、抵抗した籠城者 2人も警察に連行された。

二大労総と労働部が闘争事業場問題解決のための対話を始めて一週間にもならない状況

で、労働者の闘争拠点が撤去された。	

ソウル教育庁、学校非正規職５７００人を無期契約に転換･･･期間制教師を除外	

＊ソウル特別市教育庁が清掃・警備労働者などの非正規職と間接雇用労働者 5700 人の無期

契約職転換を推進する。対象からは教育部の正規職転換審議を前にした期間制教師・講師

などは除外される。	

週４日制でも『正規職』なら･･･	

＊慶北道が 1 週間に 4 日働く傘下機関の正規職採用をテスト実施した結果、競争率が 36.5

対 1を記録した。	

ハンファ・グループ非正規職８５０人、来年上半期までに正規職転換	

＊財閥大企業の中では正規職転換対策を先導的に提示したが、対象者は全非正規職の 3.6%。	

死亡事故が起きたところだけ『応急処方』、繰り返される車輌入れ替え事故	

＊コレールでまた列車連結・分離の事故が発生した。光云大駅の事故から 2ヶ月目。	

LGUプラス協力業者の労働者が墜落事故、『安全装備支給せず』で論議	

馬匹管理士が続いて自殺･･･遺族「うちの息子が最後になって欲しい」	

＊韓国馬事会の競馬公園で 2人の馬匹管理士が亡くなり、公共輸送労組が馬事会経営陣の退

陣を要求した。	
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 3日	 	 法人税２５％・所得税最高税率４２％、金持ち増税が始動？	

＊政府が年間所得 2千億ウォンを越える大企業と、3億ウォン以上の高所得層への増税を推

進する。企画財政部が『2017年税法改正案』を発表した。	

教育部、学校非正規職連帯会議と集団交渉	

＊教育部と労働界によれば、全国 17市・道の教育庁が連帯会議と個別的にしてきた交渉に、

教育部が参加する。各種手当てなど学校非正規職の処遇を統一させる腹案。連帯会議には

公共輸送労組教育公務職本部と学校非正規職労組、女性労組が参加している。	

期間制教師たち「我々の正規職転換に瑕疵はない」	

＊政府のガイドラインによって教育部が正規職転換審議委員会を構成しようとしたが、韓国

教員団体総連合会が「予備教師・採用試験準備生の機会を剥奪する」と反撥している。	

退勤後はカカオトークで業務指示ができないように･･･来年から労働監督	

＊勤務時間外に SNSを利用して業務指示する慣行を改善するために、政府が対策を始めた。	

鉄道労組「処罰中心の法が安全運転を妨害」	

＊改正鉄道安全法に対する鉄道労働者の反撥が大きくなっている。安全システムの強化はせ

ずに機関士への処罰を強調し、却って安全運転を妨害すると批判した。	

再び『共同恐喝』疑惑で拘束された建設機械労働者	

＊建設労組大田忠北地域本部は「建設現場で法を守れ、と活動をした建設労働者が次々拘束

されている」。「意図的な公安弾圧」と批判した。	

『クランチ・モード』で過労死した２０代の労働者…初の労災認定	

＊『九老の灯台』と呼ばれ『クランチ・モード（夜勤･徹夜の連続）』で知られたゲーム業

者・ネットマーブルの労働者が、昨年 11 月に急性心筋梗塞で亡くなり、勤労福祉公団か

ら産業災害と認定された。ネットマーブルでの『過労死』は今回が初めて。	

光復節に米・日本の大使館を包囲する『ヒューマンチェーン』･･･警察は不許可	

＊8 月 15 日の光復節に米・日本両大使館の近くで、韓半島平和実現を念願する大規模ヒュ

ーマンチェーンが行われる。警察が行進を許さず、主催者側は『行進禁止通告執行停止申

請』を計画し、法院の判断に関心が集まる。	

 4日	 	 地方自治体の正規職転換対象者の契約解約が相次ぐ	

＊政府のガイドラインが出て 2 週間。正規職転換対象者が契約解約される事態が続いてい

る。公共部門は、今月 25 日までに転換人員と規模・予算額を確定しなければならない。

実態調査さえ始められないところが多く、その間も雇用が不安定な非正規労働者は、無防

備状態で解雇に曝されている。	

二大教員団体「OECD水準に教師を増員せよ」	

＊ソウル地域の教育大の学生が、2018 学年度の小学教師の選抜人員を 105 人に大幅縮小し

たことに抗議し、OECD水準の教育環境造りを目標にした教師増員が必要だと主張する沈

黙デモを行った。	

韓国馬事会、１億ウォン越える賃金不払いに労災隠蔽まで	

＊雇用労働部が韓国馬事会競馬公園を勤労監督し、270件の労働法違反事項を摘発して過怠

金 5530万ウォンを賦課した。労働界は監督自体の信頼度が低いと反撥している。	

金融労組、四次産業革命対応を本格化	

＊金融労組が『四次産業革命対策委員会』の発足を兼ねた初めての会議を行い、金融圏の動
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向を点検した。都市銀行はカカオバンクに注目する。開設 5日目で口座 100万件を遥かに

越えるほど旋風的な人気を呼んでいる。	

『オーナー発リスク』起こしても高額年俸を受け取る大企業役員たち	

＊サムソン電子副会長、ロッテグループ会長、SK グループ会長、大林産業理事、現代グル

ープ会長、韓進海運前会長…『オーナー発リスク』を起こした企業だ。経済改革研究所は

1878 社の役員報酬を分析した。ロッテグループ会長とサムソン副会長がそれぞれ 63 億

7500万ウォン、11億 3500万ウォンの報酬を得ていた。	

『セコム・マン』無労組サムソンで労組結成「長時間労働・成果年俸制阻止｣	

＊サムソン系列のセキュリティー警備会社・サムソンエスワンに民主労総傘下の労働組合が

結成された。今年 3つ目。	

 5日	 	 MBC、製作拒否に加わった記者・PD に『待機発令』	

＊会社の報道統制に抗議して製作を拒否した時事製作局所属の記者・プロデューサー 5 人

に、2ヶ月待機の懲戒を発令した。	

 6日	 	 『ネットマーブル未払い』摘発したデジタル証拠分析チーム	

＊ソウル地方雇用労働庁 8 階に作られたデジタル証拠分析(Forensic)チームの小さな事務

室。マウスをクリックすると個人別勤務時間、法定労働時間超過時間、未支給残業手当て

などが出てきた。李チーム長は、2年前にはサムスン電子で億台の年俸を受け取っていた

が、「年俸が半分になる」雇用労働部の 5級事務官として特別採用された。「より良い社

会・国のために才能を使ってみるのも良い」というのが彼の転職動機だ。	

青瓦台前で熱い訴え「良心囚は無罪、８・１５に釈放せよ」	

 7日	 	 造船業リストラで１年間に 4万 2千人の雇用喪失	

＊大規模人員リストラで、造船業とその他運送装備、製造業の雇用保険加入者が 4 万 2300

人減少した。	

共に民主党、国政課題実現の労働法案に『主力』	

＊共に民主党の議員が文在寅政府の 100 大国政課題と大統領の選挙公約実現のための労働

法案を相次いで発議し、定期国会を前に労働改革立法にドライブをかけている。	

差別是正・原状回復しても、倍額の賠償命令は別に履行せよ	

＊労働委員会が差別是正事件で「使用者が労働者の被害を原状回復する措置を執っても、懲

罰的な倍額賠償命令は、元・下請けが連帯して別途に履行せよ」と判定した。	

韓国旅行業協会、大型旅行会社・ランド社・観光ガイドが出会いを推進	

＊大型旅行会社と現地旅行会社(ランド社)、現地観光ガイドへと繋がる多段階搾取構造が社

会問題として浮上し、旅行業界が対策準備を始めた。利害当事者間の懇談会を推進中。	

三星重工業安全実践マスタープラン？「クレーン惨事の原因、外注化に代案なし」	

「金を貰ってきたのか」朴槿恵支持者の罵詈に涙したサムソン半導体被害者	

＊「北に行け！金を受け貰ってここにきたか！」パノリムとサムソン労働人権守りは、サム

ソン・副会長に厳重な処罰を求める記者会見を行い、市民 2729 人の署名を提出した。そ

の際、「朴槿恵を愛する集い」などの激しい抗議を受けた。	

特検、『朴槿恵に賄賂』李在鎔に懲役１２年を求刑	

 8日	 	 キム・ヨンジュ「二大指針は来月廃棄･･･全教組・全公務員労組の合法化推進」	
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＊雇用労働部長官候補者が低成果者の解雇基準を規定する『一般解雇』と『就業規則変更』

に関する指針を来月まで廃棄し、未払い賃金専門担当機関を新設する。全教組と全公務員

労組については「ILO等国際機構の勧告にも拘わらず、解職者の労組加入を制限するのは

行き過ぎではないか」、「合法化を前向きに推進する」と明らかにした。	

国会、『退勤後のカカオトーク禁止』法案次々発議	

＊退勤後に文字メッセージや情報通信網を利用した業務指示を禁止する勤労基準法改正案

が、次々発議されている。	

民主労総・韓国労総の団結で労働尊重社会を作ろう	

＊韓国労総委員長など役員が民主労総を訪問し、労働懸案に対する共同対応を議論した。互

いに和気藹々とした雰囲気の中で議論した。	

『ご年配』でなく『新中年』･･･雇用委、５０６０世代の『人生三毛作』発表	

＊雇用委員会は『新中年人生三毛作基盤構築計画』を上程・議決した。5060 世代を『新中

年』と規定し、生涯経路に合う雇用・創業サービスを提供する。	

籠城場強制撤去、文在寅政府の立場は何か	

＊労働・市民・社会団体は「朴槿恵政権でも珍しい野宿籠城場への侵奪行為は、文在寅政府

の矛盾した姿」と批判した。	

死まで差別される公共部門の無期契約職	

＊豪雨の中で水害復旧作業をした無期契約職労働者が死亡したが、殉職を認められなかっ

た。公務員が公務中に亡くなれば公務員年金法により殉職と認められ、非公務員は産業災

害補償保険法の業務上災害とされる。	

「仁川聖母病院の５億５千万ウォン損賠請求」、棄却は当然･･･事態解決を	

勤労挺身隊被害者・遺族、戦犯企業・三菱にまた『勝訴』	

 9日	 	 雇用委、国政運営システムを雇用中心に全面改編	

＊雇用委は 2次会議で、△雇用中心の国政運営体系構築方案、△新中年人生三毛作基盤構築

計画を議決した。政府・地方自治体と公共機関・地方公企業の評価システムが雇用中心に

改編される。公共部門に良質の雇用が増えるかが注目される。	

手を握った二大労総「労働基本権強化に共同対応」	

＊二大労総が公共部門非正規職の正規職転換と労働基本権強化に力を合わせる。政府に労働

基本権の保障を要求し、ILOの核心協約の批准を求める署名運動も一緒にする。	

「ハン・サンギュン委員長を釈放せよ」海外労働界からの嘆願次々	

＊民主労総委員長を釈放せよという海外労働界の要求が続いている。6 月 23 日から 8 月 2

日までに、海外 131のナショナルセンターと産別労組代表者が大統領に書簡を送った。	

金融労組「銀行圏の過当競争根絶、賃金格差解消に主力」	

＊労組は中央委員会で、今年の産別中央労使委で使用者に提示する要求案を確定した。産別

中央労使委は金融圏の労使の団体交渉がない年に運営される機構。	

医療機関評価を政府直営化し、労働環境を反映しよう	

＊保健医療労組と韓国患者団体連合会、オ・共に民主党議員が『医療機関評価認証制度はこ

のままで良いのか』討論会を行い、医療機関の評価認証制度を保健福祉部が直接運営し、

患者の安全管理強化の評価に、人員基準を反映するという意見が出された	
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中小企業労働者の仕事・家庭両立は、「現実的」に支援しなければ	

＊男女雇用平等法改正案が 2008 年から施行されたが、出産・育児による女性の経歴断絶現

象がなかなか改善されない。仕事・家庭両立制度を成功裏に定着させた代表企業 4ヶ所の

事例が発表され、中小企業の労働者は現実的に支援しなければならないという主張が提起

された。	

『捜索令状なしで警察が強制進入』民主労総の損害賠償訴訟、控訴審でも敗訴	

世界日本軍『慰安婦』を讃える日を迎える水曜集会･･･「私たちが金学順だ」	

＊「2017 年、私たちはここに金学順
キムハクスン

として生まれ変わった」。1295 次定期水曜デモが行

われ、旧・駐韓日本大使館前に 1500人の学生・市民の声が鳴り響いた。	

10日	 	 キム・ヨンジュ労働部長官候補者「万都ヘラのスト無力化は穏当ではない」	

＊「万都ヘラのように生産職としては正規職を全く採用せずに下請け労働者だけを使うの

は、労働者の雇用安定と勤労条件保護の側面で望ましくない」と批判した。	

国土部長官、鉄道労使と手を握って『鉄道事故ゼロ化』推進、安全対策を発表	

就業者が６ヵ月連続３０万人以上増加、雇用市場に『薫風』	

文在寅政府スタート後、保健医療労組の組織拡大は『目を見張る』	

＊保健医療労組によれば、10 余の医療機関で支部が結成されたり、地域組織に加入した。

この現象は地方自治体の医療機関、政府・広域自治団体所属の公共病院、私立大病院を網

羅し、間接雇用の病院労働者も労組加入を急いでいる。	

就職準備生「私の人生は４６点」･･･夜勤・ストレス、８割が『離職で悩み』	

大型マートの非正規職１０００人の『直接政治宣言』	

＊大型マート・ホームプラスの非正規職労働者 1000 人が「新民衆政党」(準)に入党すると

明らかにした。	

11日	 	 労働部長官候補者の聴聞報告書を採択･･･「MBCの不当労働行為は厳重措置」	

＊キム・ヨンジュ雇用労働部長官候補者に対する人事聴聞経過報告書が、聴聞会の直後に通

過した。野党が娘の財産形成への疑惑を提起すると、謝罪して贈与税を納付した。キム候

補者は労働界出身らしく、不当労働行為など、主な労働懸案に積極的に答えた。	

MBCを再び国民に「お返し」するまでゼネストで対抗する	

＊言論労組と市民社会団体で構成された「MBC・KBS 正常化市民行動」の集会には、ニュ

ース製作拒否に突入した MBC 報道局の記者と言論関係者などが参加した。MBC の構成

員は社長の退陣を求め、公営放送 MBCの正常化にあらゆる努力をすると決議した。	

文在寅政府、国民真相調査委を構成して集配員の過労死を解決せよ	

＊集配員の長時間労働を撤廃するために、政府に国民真相調査委員会を構成して対策を出せ

という要求が高い。今年だけで郵政事業本部所属の労働者 12 人が過労死・自殺・事故で

亡くなった。	

健康保険労組「保険料大幅引き上げしなくとも保障率７０％達成は可能」	

＊文在寅政府が『健康保険の保障性強化対策』を発表し、健康保険を運営する労働者が「歓

迎」した。「健康保険の非給付項目を給付化したことは、『医療費の心配のない国』への

国民の念願を実現する踏み台」とした。	
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ソウル中央地法「企業銀行が強制導入した成果年俸制は無効」	

＊金融労組企業銀行支部が「労働者の同意なく導入した成果年俸制は無効」として提起した

訴訟で、法院が労組の手を挙げた。成果年俸制の導入によって総人件費が増えても、号俸

制を廃止するのは労働者に不利な措置に当たるという趣旨。	

尹美香・挺対協代表、関西空港で調査･･･「日本に来た目的は何か？」	

＊ユン・ミヒャン代表が関西空港で、一般観光客と違った『身分確認調査』を受けた。	

12日	 	 良心囚の釈放、これこそ民主主義だ	

＊「大統領、息子を始め良心犯を直ちに釈放して赦免して、民主社会に参加できるようにし

て下さい」。ハン・サンギュン民主労総委員長のオモニが良心囚の釈放を訴えた。	

13日	 	 法院、半導体労働者の乳癌に初めて『労災認定』	

＊ソウル地法がサムスン電子・ハイニックス半導体の協力業者の労働者の乳癌を、業務上疾

病と認めた。勤労福祉公団が不十分な疫学調査に依拠して労災申請を承認しなかったこと

も、「極めて不当」と指摘した。会社に乳癌の診断を受けた労働者が 3人もいるという点

も背景になった。	

龍山駅に建てられた『強制徴用労働者像』･･･「辛い歴史を忘れない」	

＊龍山駅広場に国内で初めての日帝強制占領期の朝鮮人強制動員を告発する『強制徴用労働

者像』が建立された。設推進委員会は「最後に故郷の土を離れた場所である龍山駅に建て

て、辛い歴史を忘れない」とした。	

14日	 	 キム・ヨンジュ雇用部長官「労働者を労働者と呼ぼう」	

＊キム・ヨンジュ新任雇用労働部長官が文在寅大統領から任命状を受け取った。大統領は「労

働の視点で労働者の利益、声を積極的に代弁して欲しい」と頼んだ。労働界出身のキム長

官は就任挨拶で『勤労者』の代わりに『労働者』と表現し、産業災害・賃金未払い・不当

労働行為・長時間労働に関する政策を予告した。	

金属労組と使用者協議会、『産別交渉の法・制度改善共同宣言』を推進	

＊労働界と国会によれば、労組は中央委員会で 2017 年金属産別中央交渉暫定合意案を全員

一致で承認した。労組は産別中央交渉に参加した事業場の組合員を対象に賛否投票を行

い、可決されれば使用者協議会と産別協約に調印する。 	

蔚山地域連帯労組・蔚山科学大支部、無期限上京『喪服デモ』	

＊スト 1千日を遥かに越えた蔚山科学大の清掃労働者が、政府と鄭夢準・牙山財団理事長に

事態解決を求める上京闘争を始めた。	

『MBCの製作拒否』全国に拡大	

＊『MBC 版ブラックリスト』に反撥した製作拒否に、全国 MBC 記者会は「ソウルのなか

またちのニュース製作中止を全面支持する」とし、本社への記事送稿を無期限中断する。	

移住労働者の相次ぐ死に「雇用許可制廃止」の声、激しく	

＊最近移住労働者が自殺したり事業場の事故で亡くなり、民主労総は死亡事故の責任者処罰

と移住労働者の事業場移動を制限する雇用許可制の廃止を要求した。	

１００万市民の力で『慰安婦』合意の１０億円を返そう	

＊正義記憶財団・挺対協・民主労総などは、第 5回世界日本軍『慰安婦』起立の日に「8月

15日から 11月 11日までに、100万市民の力で 2015韓日合意を実質的に無効化し、すべ

ての被害者に真の解放を差し上げる」2018年の新しい闘いを決議した。	
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「新人歌手キル・ウォノクです」『慰安婦』起立日、最後の舞台飾ったハルモニ	

15日	 	 米大使館に向かった１万市民の叫び、「韓半島戦争の威嚇を止めろ」	

＊韓国進歩連帯、民主労総、全農など 200余の市民社会団体で構成された『8.15汎国民平和

行動推進委員会』は、米国大使館前で韓半島の平和を求めるヒューマンチェーンを開催し

た。雨の中、1万人余りの市民が米国大使館前の広場を一杯にした。	


